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1．はじめに 

 東日本大震災とそれに伴う東京電力福島第 1 原子力発電所の事故を契機に、日本の電力需給は逼迫した状

況にあり、政府ではそれを打開するための政策の一つとして、電力システムの改革が進められている。まず

2013 年 4 月 2 日に、電力システムについて「広域系統運用の拡大」「小売及び発電の全面自由化」「法的分

離の方式による送配電部門の中立性の一層の確保」の改革方針が閣議決定された[1]。次に 2013 年 11 月 13
日に、電気事業法の第 1 次改正として、「広域系統運用機関（仮称）」の設立が国会において可決承認された

[2]。さらに政府では、2016 年の「小売の全面自由化」に向けて、広域系統運用機関や電力取引市場の詳細

な制度設計について議論されている[3]。その議論の中では、卸電力市場の制度設計において、需要家サイド

による新たなエネルギー需給施策として「デマンドレスポンスを活用したネガワット取引」に期待が寄せら

れている[4]。 
米国などでは、電力需給のバランスを維持するために、需要家に対して電力需要の抑制を促すインセンテ

ィブ制度として、デマンドレスポンス（Demand Response：以下、DR と略す）が定着している。特に、外

部のオペレータ側からの情報に基づき、需要家機器を自動的に制御する DR（自動化 DR）は、2000 年初頭

から米国において実証研究が始まり[5]、2012 年にはその手法も確立し、卸電力市場や容量市場でネガワッ

トとして取引されている[6]。 
 一方、日本では家庭部門を対象に、2009 年 6 月に戸建住宅向けの定置用燃料電池（以下、FC と略す）が

商品化され、2013 年 12 月末時点では累計 7.7 万台以上が導入されている[7]。また 2014 年 4 月から集合住

宅向けの FC が商品化され、新築分譲マンションへの導入も計画されている（計 2 物件 約 450 戸）[8]。こ

のような FC を各戸に装備した集合住宅において、その集合住宅が棟屋全体で一括受電を構成して、棟屋内

で電力融通を行う場合には、FC の余剰能力を活用して「棟屋全体の電力負荷プロファイル（Electricity Load 
Profile）を制御する」ことが可能となる[9]。この FC 群制御が外部のオペレータ側からの「DR の要請」に

応じて行われる場合、集合住宅の一括受電点では DR と同等の効果が現れる。ただし、集合住宅がこのよう

な構成で電力負荷プロファイルを制御するためには、FC の発電容量を充分に発揮できる環境が必要となる。

つまり、FC の発電出力を増加して DR を実行する場合には、FC が有するコージェネレーションの課題、

「熱律速による FC の稼働制約」を回避する必要がある[10]。 
 
 そこで本研究では、集合住宅を対象に、各戸に FC が装備され棟屋全体で系統電力と都市ガスが一括連

系する、1 棟 100 戸未満の集合住宅モデルを設定し、小売事業者／アグリゲータ／エネルギーサービスプ

ロバイダ（以下、ESP と略す）等からの DR 要請に対応して、一括受電点からみた電力負荷プロファイル

を制御する、FC の自律群制御とその稼働制約を解消する「熱・電気を統合したデマンドレスポンス」につ

いてフレームワークを検討する。 
 

2．集合住宅モデル 

 既設の集合住宅に FC を設置して FC で生成した電力や熱（温水）を各戸で融通する実証研究は 2006 年

ごろから始まり、これまでにいくつかの成果が報告されている[11][12][13]。これらの実証システムでは、FC
の定格発電容量（0.7 - 1.0 kW）に対して平日昼間の平均電力需要（0.4 - 0.5 kW/戸）が少ないため[14]、FC
の発電出力を制限することや、FC の定格容量を共用することで、その性能を充分に発揮する工夫がなされ

てきた。  



表 1．集合住宅モデルの全体構成（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 逆にこれらの工夫は、各住居に FC が装備された集合住宅では、平日昼間の発電容量に余裕があり、FC
で追加的に発電した電力を棟屋内で逆潮流させて融通することにより、一括受電点で系統からみた電力負荷

を軽減できることを示唆している。このような仕組みを「棟屋単位での DR」として構成する場合には、集

合住宅はネガワット取引のために一定の規模が必要となるが、仕組みの導入・普及・展開を考慮すると小規

模なことが望ましい。 
これらの観点から、各住居に FC が装備され、棟屋全体で系統電力と都市ガスが一括連系する、1 棟 100

戸未満の集合住宅モデルを暫定的に設定し、その全体構成例を表 1 に示す。なお本論文の集合住宅モデルで

は、集合住宅の住宅部のみを対象とし、共用部については対象外とする。 
 

3．電力負荷プロファイルの制御 

 集合住宅モデル（住宅部）の棟屋内および住居内の配電系統、ガス配管系統、給湯・暖房配管系統の構成

例を図 1 に示す。各住居の FC が通常時に自家エネルギー需要に即して稼働している場合（以下、通常モー

ドという）には、棟屋全体の電力負荷（LOADPOI (kW)）は各住居の電力メータ（スマートメータ；EPmeter 
(kW)）の合計値であり、各住居の電力需要（DEMAND (kW)）から FC の発電出力（DERNORMAL (kW)）を

引いた値の合計となる（式 1 参照）。 

 
         （式 1） 
 
 ここで、N は棟屋内の全住居数を示す。 
 棟屋全住居 N 戸の内、M 戸の住居が「棟屋単位での DR」の契約に同意し、DR 実行時に M 台の FC が

発電出力を増加（DERDR (kW)）すると共に、M 戸の住居で電力消費機器の使用制限（DR (kW)）が行われ

る場合（以下、DR モードという）には、棟屋全体の電力負荷は（式 2）のように表記できる。 
 
 
 

 

 

 

         （式 2） 
 
ただし、FC の発電出力の合計は（式 3）のように定格発電容量（Pmax (kW)）以下に制限される。 
 
         （式 3） 
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図 1．集合住宅モデル（住宅部）の棟屋内と住居内の配電系統・配管系統の構成（例） 

 

 
 DR 実行時の棟屋全体の電力負荷を表す（式 2）をみると、右辺の第一項は通常モードの棟屋全体の電力

負荷と同等であるが、第二項の FC の発電出力増加（DERDR）と電力消費機器の使用制限（DR）によって、

さらに電力負荷を軽減できることがわかる。つまり、FC の発電出力の増加を時間軸で変えることで、棟屋

全体の電力負荷プロファイルを FC の定格発電容量の範囲内で制御することができる。 
ただし、これは FC に「貯湯槽満水等の稼働律速がない」という条件下において可能であり、近年の電力

需給の逼迫時間帯（例えば、夏期の平日昼間や冬期の平日夕方）に、FC の発電出力を一定時間増加させる

ことは現実的には困難となる。 
さらに、集合住宅が分譲の場合には FC は各住居の住宅設備と位置付けられ、平時において小売事業者／

アグリゲータ／ESP 等の外部のオペレータが FC を制御することは、安全やセキュリティの観点から許容

されることはない。よって、FC は、DR の契約に同意した入居者の事前の準備・操作を前提に、外部からの

DR 要請に対応して自律的に制御することが要求される。 
 
4．FC 自律群制御 

 外部から DR 要請を受けた住居の FC は、自律的に通常モードから DR モードに切り替わり、（式 4）に示

す、「自家電力需要に即した発電出力（DERNOMAL (kW)）」と「DR 向けの発電出力増加（DERDR (kW)）」の

合計値（P (kW)）を出力する。 
 
         （式 4） 
 
 ここで、M は（式 2）と同様に、DR の契約に同意する住居数（FC の台数）を示す。また、FC の発電出

力は（式 3）のように定格発電容量（Pmax (kW)）以下に制限される。 
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図 2．予備力補完制御（PI制御）[15] 

 
 
 FC が棟屋全体の電力負荷プロファイルをモニタして自律的に発電出力を変更する、具体的な群制御方式

として、例えば予備力補完制御がある[15]。この制御方式を DR モードでの FC の自律群制御に適用すると、

FC は、はじめに電主制御で自家電力需要（DEMAND）まで発電出力し、その後以下の「モニタ情報」を参

照しながら、図 2 に示すフィードバック制御（PI 制御）によって、（式 5）のように DR 向けに発電出力を

漸近的に変化させる。 
（モニタ情報） 
 ・棟屋全体の電力負荷プロファイル（リアルタイム値） 
 ・棟屋全体の DR 要請電力（ネガワット）の過不足値（リアルタイム値；Pshort） 
 
         （式 5） 
 

 ここで、KPは比例ゲイン、KIは積分ゲインを示す。 
 
各住居の FC が自律群制御により発電出力を変更することで、棟屋全体の電力負荷プロファイルを制御す

ることができ、DR の効果を得ることができる。そのためには、各住居で貯湯槽満水等の FC の稼働律速を

解消することが条件となり、FC の稼働（発電）を促進するためのエネルギー消費行動が必須となる。 
 
5．熱・電気を統合したデマンドレスポンス 

 熱・電気を統合したデマンドレスポンスには、通常の DR ための「ピークカットによる節電手法」[16]に
加えて、FC の稼働律速を解消し一定時間以上の稼働を担保する、熱消費行動が含まれる。この熱消費行動

は、住居内での温水消費のための機器操作または行為・行動であり、具体的には貯湯槽の温水を消費する風

呂（注湯）あるいはシャワー（給湯）等が該当する。また熱消費行動には、小売事業者／アグリゲータ／ESP
等からの DR 要請に応じて、事前の取り決めに従って自動化された機器操作と居住者の人為的な行動が想定

される。 
 自動化による熱消費 

FC の稼働律速を解消する自動化による熱（温水）消費とは、FC が自律的に「自動風呂」操作を行い、

浴槽に注湯することが該当する。つまり、外部から DR 要請を受けた FC は、DR モードに切り替わり自

律群制御で発電出力を行うと共に、バックアップボイラの自動風呂機能を利用して貯湯槽の温水を消費す

る。表 2 に自動風呂（注湯）による熱消費とそれによる FC の最低稼働時間（算定）を示す。 
自動風呂の温水消費により貯湯熱量の 80%弱が消費され、給水温度の高い夏期においても 4 時間以上の

FC の稼働が担保される。なおこの温水消費は、DR 実行時間帯において居住者の在・不在を問わず、事前

の準備（浴槽の閉栓等）だけで可能となる。 
 人為的な行動よる熱消費 

FC の稼働律速を解消する人為的な行動による熱（温水）消費は入浴行為であり、風呂とシャワーが該

当する。つまり、外部から DR 要請を受けた居住者は、FC の DR モードでの稼働と並行して、風呂の操

作行為またはシャワー入浴を行い貯湯槽の温水を消費する。表 2 にシャワー（給湯）による熱消費とそれ

による FC の最低稼働時間（算定）を示す。 
風呂入浴の場合は、上述の自動風呂の温水消費と同様で、夏期においても 4 時間以上の FC の稼働が可

能となる。 
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表 2．風呂・シャワー入浴による熱消費と FCの最低稼働時間（算定） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

一方、シャワー入浴（1 名, 使用時間 5 分）の場合は、給水温度の低い冬期においては 3 時間弱の FC の

稼働が見込めるが、夏期においては 1.5 時間程度の稼働であり、入浴人数の増加または入浴時間の延長等

のライフスタイルにより FC の稼働環境を改善する必要がある。 
 

 以上のように、熱・電気を統合したデマンドレスポンスの一つとして、「FC による電力負荷プロファイ

ルの制御を促進する熱消費行動」が提案される。このようなデマンドレスポンスは、各戸に FC を装備し

系統電力と一括連系する集合住宅において、FC と周辺機器の制御機能および節電を指向する居住者のライ

フスタイルにより実現される。 
 
6．まとめ 

 本論文では、各戸に FC が装備され棟屋全体で系統電力と都市ガスが一括連系する、集合住宅モデルを設

定して、外部のオペレータからの DR 要請に対応して、一括受電点からみた棟屋全体の電力負荷プロファイ

ルを制御する、FC の自律群制御を提案した。また FC の稼働を促進する方策として、熱・電気を統合した

デマンドレスポンスを提案し、機器操作の自動化や人為的な行動・ライフスタイルによる熱消費を示した。

そして自動風呂による熱消費では、給水温度の高い夏期においても 4 時間以上の FC の稼働が担保されるこ

とを示した。 
つまり、熱・電気を統合したデマンドレスポンスを用いた分散型エネルギー（コージェネレーション）に

よる電力負荷プロファイルの制御は、夏期の平日・昼間のピーク時間帯（13 時 – 16 時）または冬期の平日・

夕方のピーク時間帯（17 時 – 20 時）における負荷平準化および節電に充分寄与できることが判明した。 
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